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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】
　職員数が類似団体と比較して多い傾向にあり、経常収支比率の人件費分が高くなっている。宇治田原町第４次行政改革大綱に基づ
き、退職者不補充や手当の見直し等を行い、人件費の削減に努める。
【物件費】
　類似団体平均水準と同程度であるが、全体の経常収支比率は類似団体比較では高い水準にあるため、行財政改革を進め、引き続き
経常的なコスト削減に努める。
【扶助費】
　増減の傾向としては、全国の推移と同傾向にある。比率も類似団体と同程度であるが、扶助費は今後も増加すると予測される。町単独
制度の内容を精査し、必要以上の扶助費支出を抑制する等適正な支出に努める。
【公債費以外】
　類似団体平均71.4に比べ82.1と高い水準になっている。人件費、補助費の比率が類似団体と比較して高くなっており、これらが公債費
以外の数値水準悪化の要因と考えられる。人件費の適正化に努めることは勿論、歳入面においても企業立地促進を進め、経常収支比率
の好転を目指す。
【公債費】
　計画的な起債事業を実施してきたことから、類似団体よりも良い水準にある。今後も緊急度、住民ニーズを把握したうえでの起債発行に
努め、計画的な事業運営に努める。
【補助費等】
　ごみ・し尿処理を一部事務組合方式で実施しており、消防業務についても近隣市に委託していることから、その負担金額が大きく、補助
費等の比率が類似団体平均よりも高い水準となっている。補助費等についても、補助制度内容の精査に努め、適正な支出に努める。
【その他】
　主な内容は繰出金であり、類似団体よりも高い水準にある。平成６年から下水道事業に着手しており、現在も管渠普及事業に取り組ん
でいることから、公共下水道事業特別会計への繰出金が他団体よりも高いと思われる。コストの見直し等に取り組み、適正な繰出金の支
出に努める。
【普通建設事業】
　平成１６・１７年度には中学校校舎増改築に取り組んだことにより、決算額は類似団体と同比率であったが、平成１８・１９年度は投資的
経費を抑制したところである。平成２０年度以降、農業基盤整備、新都市アクセス道路整備の大型公共事業が控えており、財政規模に見
合った適正な事業実施に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 992,730 98,603 86,172 14.4
賃金（物件費） 37,437 3,718 6,131 ▲ 39.4
一部事務組合負担金（補助費等） 64,186 6,375 12,192 ▲ 47.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 570 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 67,872 6,741 3,617 86.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 13,216 1,313 1,998 ▲ 34.3
▲退職金 ▲ 63,749 ▲ 6,332 ▲ 8,740 ▲ 27.6
合計 1,111,692 110,418 101,940 8.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.12 9.99 1.13
ラスパイレス指数 97.5 93.3 4.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

417,685 41,486 49,656 ▲ 16.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 4 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 174,899 17,372 12,294 41.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

42,667 4,238 6,533 ▲ 35.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,661 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

115 11 22 ▲ 50.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 356,306 ▲ 35,390 ▲ 38,344 ▲ 7.7

合計 279,060 27,718 31,826 ▲ 12.9
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

525,317 51,245 ▲ 54.8 90,483 ▲ 13.2 ▲ 41.6

うち単独分 431,871 42,130 ▲ 50.9 53,087 ▲ 14.5 ▲ 36.4

758,953 74,553 45.5 79,422 ▲ 12.2 57.7

うち単独分 456,441 44,837 6.4 49,130 ▲ 7.5 13.9

922,412 90,977 22.0 102,700 29.3 ▲ 7.3

うち単独分 501,946 49,506 10.4 59,429 21.0 ▲ 10.6

260,571 25,835 ▲ 71.6 66,287 ▲ 35.5 ▲ 36.1

うち単独分 149,684 14,841 ▲ 70.0 36,581 ▲ 38.4 ▲ 31.6

261,272 25,951 0.4 60,088 ▲ 9.4 9.8

うち単独分 141,834 14,088 ▲ 5.1 30,773 ▲ 15.9 10.8

過去５年間平均 545,705 53,712 ▲ 11.7 79,796 ▲ 8.2 ▲ 3.5

うち単独分 336,355 33,080 ▲ 21.8 45,800 ▲ 11.1 ▲ 10.7
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